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日・米・ 英・仏・ 独／教科書で学ぶ「国士とインフラ」

［第18回］日本の中学 「社会科j教科書かう学ぶ⑥

ーメディア ・リテラシーとイ ンフラ整備（中学公民）一

2016米大統領選とマスメディアの影響力

2016年ll月18日（現地時間） に実施された

「2016年アメリ力合衆国大統領選挙」で共和党候

補のドナルド・トランプ氏が予想外の勝利を収めた

ことを受け，米国では，新聞・テレビの影響力の低

下を嘆き，メディアの「敗北」を認める声が広がり

ました。

力リフォル二ア大学サンタパーパラ校の調査によ

ると，米国の有力紙100社のうち，民主党のクリ

ントン氏を支持していたのは「ワシントン・ポスト」

や「ニューヨーク －タイムズ」など57社に上り，

方， トランプ氏を支持していたのはわすか2社で

した。トランプ氏に投票しないように呼びかけた新

聞も少なくありませんでした。にもかかわらす， ト

ランプ氏が「勝手lj」するという結果になりました。

米国メテ、ィア界の落胆は想像に難くありません。

背景にあるのは，大手メディアに対する信頼性の

低下と， SNS（ソーシャル－ネットワーキング・サー

ビス）を情報収集 ・発信源として利活用する有権者

国土学アナリスト 森田康夫

の増加でした。米国の調査機関ギャラップ社が実施

した2014年の調査によれば，アメリ力人のマスメ

ディア信頼度は低く，新聞力，22%，テレビ、二ユー

スが19%と，インターネッ ト・二ユースの信頼度

(18%）と大して変わりありませんでした。

そして， トランプ氏は， SNSの発信機会をうま

く捉え，直接有権者にアプローチしたのでした。難

しい政策では芯く，過激な発言やささいな話題は，

SNS上で注目を集め，それがマスメディアで取り

上げられ，拡散していきました。

マスメディアを過度に信頼する日本人

一方， 「2016年メディアに関する全国世論調

査」（公益財団法人新聞通信調査会）によると， 日

本人の69.8%がNHKテレビを， 68.6%が新聞を，

59.1%が民放テレビを信頼しているそうです。

2010年期の世界価値観調査結果をみても，欧米

主要国（アメリ力，イギリス，フランス， ドイツ）の

国民が最も信頼できると評価した組織制度は，い

日本と欧米主要国の組織・制度の信頼度（世界価値観調査2010年期）

信頼度 日本 アメリカ イギリス フランス ドイツ

80%台 軍隊 軍隊 警察

70%台 裁判所，新聞 ・雑誌 警察，軍隊 裁判所

60%台
聖子祭，軍隊（自衛隊），テ

聖子察 警察
環境保護団体，行政， l詔

環境保護団体，寧｜塚
レピ 連

50%台 宗教団体，裁判所 環境保護団体 裁判所，議会 行政

40%台 大企業，国連 環境保護団体，行政 裁判所，国連，行政
大企業， 宗教団体，労働 テレビ，労働組合，国連，
組合 新聞・雑誌，政府，議会

30%台 環境保護団体，行政 国連，大企業，政府
宗教団体，大企業，テレ 新聞・雑誌，テレビ，政

宗教団体
ピ 府

20%台 労働組合，政府
労働組合， テレビ， 新聞・

労働組合，議会 大企業，政党
雑誌，議会

10%台 議会（国会），党 政党 政府，新聞・雑誌，政党 政党

10%未満 宗教団体

※イギリスとフランスは，欧州価値観調査2008～09年（「テレビ」は世界価値観調査2005年期）による。
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2014年世界の新聞発行部数トップ10
（世界新聞協会WAN-IFRA調査）

新聞名 国名 言語
発行部数

（千部）

1位 設ff新聞 日本 日本誇 9,190 

2位 朝日新聞 日本 日本語 6,809 

3位 USA Today 米国 武－，t;'t雪口五口 4,139 

4｛立 Dainik Bhaskar インド ヒンディ－t苦 3,557 

5f立 毎 日新聞 日本 日本語 3,360 

6f立 Cankao Xiaoxi 中国 中国語 3.073 

7位 Dainik Jagran インド ヒンデイ一語 3.034 

8位 The Times of India イン ド フ斗Nミいきn五ロ 2.891 

9f立 日本経済新聞 日本 日本語 2.732 

10位 People's Daily 中国 中国語 2.603 

http:/ /www.wptdatabase.org/wor ld-press-trends-2015-facts-and-

figures 

すれの国も軍隊や警察であり．新聞－雑誌やテレビ

の信頼度は10～40%台にとどまるのに対し，日本

人は先進諸国の中ではす、ば抜けてマスメディアを信

頼しており，特に新聞 ・雑誌の信頼度は「妄信」に

近い群を抜いた高値となっています。

また， 2014年の世界の新聞発行部数トップ10

（世界新聞協会WAN-IFRA調査）をみると，世界第1

位が讃責新聞（919万部），第2位が朝日新聞（681

万部），第5位が毎日新聞（336万部），第9位が日

本経済新聞（273万部）と，トップ10のうち4紙が

日本の新聞となっています。その背景としては，日

本では水や電気などと同じように新聞が各戸へ配達

されること，新聞（コラムを含む）を学習教材として

活用する取り組みが浸透していることなどを挙げる

ことができますが，いす、れにしても，日本の世論は

特定の新聞（全国紙）の紙面に影響を受やすい状況に

あるようです。

中学校社会科（公民）で学ぶ「メディア・リテ

ラシー」

中学校社会科の公民的分野では，「民主政治の推

進と，公正な世論の形成や国民の政治参加との関連

について考えさせる」とする新学習指導要領を受け

て，すべての教科書が「世論とマスメディア」や

「メディア.ljテラシ－」を学習単元として取り上

げています。平成28年度現在，全国で最も数多く
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用いられている東京書籍の教科書（総採択冊数に占

める占有率58.6%）の関連記述は次の通りです。

［世論とマスメディア］世論とは，社会のさま

ざまな問題について， 多くの人々によって共有

されている意見のことをいいます。政府や政党

は，しばしば世論の動向を参考に して政策を考

えたり，政治を行ったりします。

世論の基本となるのは，一人一人の意見です。

人々は自分の意見をまとめるうえで，新聞やテ

レビなどのマスメディアを通して政府や政党の

活動を知り，新聞の社説などを通してさまざま

な意見を参考にすることができます。また，マ

スメ ディアなどが世論調査を実施し，人々の意

見を明らかにしています。人々 が正確な’情報を

基に して，かたよりな く幅広い見方を検討でき

るようにするためにも，報道（表現）の自由が尊

重されなければなりません。

［メディアリテラシー］マスメディアは世論を

形づくる力を持っています。マスメディアは世

界中のさまざまな出来事の中から報道で取り上

げる話題を選びますが，人々はそれを重要な話

題だと考えます。また，同じ話題でも，どの

ような側面に注目して取り上げるかによって，

人々の受け止め方も変化します。

このような話題の選び方や取り上げ方は，そ

れぞれの新聞やテレビによ って異なります。ま

た，マスメディアが伝える情報は，各社の意見

が反映されていたり，不正確だ、ったりする場合

があります。マスメディアは，正確な情報を人々

に伝えるよう努力することが必要です。一方，

私たちにも，マスメディアから発信される情報

をさまざまな角度から批判的に読み取る力であ

るメディ アリテラシーが求められています。

［公正な世論を形成するために］ 最近では，政

党や政治家がマスメディアを効果的に使う工夫

が見られます。例えば，テレビのコマーシャル

のように，印象的な短い言葉を使うなどして，

43 



人々の共感を得ょうとします。

政党や政治家が，政策や意見を人々に伝えよ

うと努力することは，民主主義にとって重要で

す。ただし，私たちは，その情報をそのまま信

用するのではなく，政治について話し合い，異

なる意見もよく検討したうえで，公正に判断す

ること（熟議）が大切です。

また，近年採択数が増加してる育鵬社の教科書（総

採択同数に占める占有率5.7%）の関連記述は次の

通りです。

［世論とマスメディア］社会の動きや世の中の

できごとについての国民の意見を世論といいま

す。世論をつくる上で，政治と国民を情報で結

びつける役割を果たしているのが，新聞，テレ

ビ，ラジオなどのマスメディア （大量情報伝達

手段）です。最近では携帯電話やインターネ ッ

トを通した情報のやりとり も活発になっていま

す。

民主政治を行う上で，世論はきわめて大きな

影響力をもっています。このため政府や行政機

関，民間の団体やマスメディアは，それぞれの

立場から世論調査を行い，世論を敏感に把握す

るよう努めています。

［マスメディアの問題点］日本でも戦前 ・戦中

の一時期，あるいは終戦後の占領期に，政府や

GHQによってきびしい言論統制が行われまし

た。そのため，国の進路を左右する重大な場面

でも正しい世論が形成されず，大きな反省につ

ながる結果をまねいたという例があります。

今の日本では，広く 言論や報道の自由が認め

られていますが，マスメディアから得られる情

報が常に正しいとは限りません。マスメディア

が自社の思惑に基づいて一面的な情報を流す世

論操作が行われたり，購読者や視聴者を増やす

ため，興味本位の内容を大きく取り上げ，重要

な情報を小さくあっかうこともあります。国民
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はマスメディアの情報をうのみにするのではな

く，なるべく種類や立場のちがう複数のメディ

アから情報を得るなどして，きちんと判断する

能力（メディア・リテラシー）をもつことが大切

です。

インフラ整備（投資）に関するマスメディア報

道の実態

民主主義社会では，国民が主権者としての自覚を

持ち，その責任を果たすため判断に必要な情報が，

十分な量と質を持ってタイミンク、よく届いているか

がポイン卜になります。

わが国の国土への働きかけ（インフラ整備）に関す

る基本的な政策などは，まさに主権者である国民が

判断しなければ芯らない事柄であり，そのためには

国民に対して，十分な量と質の情報がタイムリーに

届けられてい芯ければ芯りません。逆に，どの媒体

力，5どのような｜育報をとるのかについて，私たち国

民は神経質でなければなりません。

例えば，日本と関係の深い米国のオパマ大統領は

就任演説や一般教書演説の度にインフラ重視の姿勢

を表明してきました。しかし，わが国の一般紙（全

国紙）やテレビはこれをほとんど取り上げてきませ

んでした。

また， 2016年米大統領選の状況は，連日，日本

のメディアでも大きく報道されていましたが，「イ

ンフラ投資jに関するクリントン・トランプ両候補

の政策（公約）については，ほとんど取り上げ5れま

せんでした。

クリントン氏は「（連邦政府による）将来への投資

があまりにも少なし1」と主張。今後5年間で2.750

億ドル（約28兆円）を投じ，高速鉄道を含む公共交

通機関などを整備すると公約していました。

一方のトランプ氏も，選挙戦中盤までは，具体的

な投資計画を明らかにしていませんでしたが，「イ

ンフラ投資が米国の競争力を強化し，何百万もの

雇用を創出する」と強調。クリントン氏の「少な
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くとも2倍」は投資すると表明していました。そし

て，選挙戦終盤に（l 0月22日のペンシルベ二ア州

ゲティスパーク‘の演説で）示した「100日計画」で

は，「10年間で1兆ドル（l 06兆円）Jを老朽化し

た道路や橋，トンネルの改修に投入すると打ち出し

ていたのです。

天草五橋開通50周年祭からインフラの整備効

果を学ぶ

2016年9月24・25日，熊本県上天草市で，天

草五橋開通50周年祭が開催されました。二日にわ

たる記念行事のメインイベン卜は「天草五橋Hand

in HandJ。このイベントは，「天草五橋開通により

「ひと ・もの・文化」等の交流が行われ，発展した

ことへの感謝を表現するため 天草島内外からの参

加者が，五橋の上で手をつなぎ，紳を確かめ合い，

天草から元気と勇気を送ろうリというものでし

た。

当日は，天草五橋（2号橋～4号橋間，約2.2km)

で，「指切りげんまん」のギネス世界記録に挑戦。

25日（日） l l時45分， 2.267人が指切りをして列

をつくり，「ありがとう天草五橋，がんばろう熊本j

と想いを唱えました。途中で小指が離れた人が確認

される芯どして，記録は1.658人となりましたが，

無事，世界記録達成と芯り，五橋の歴史に「世界－J

が加わりました。

大会両日は，「天草五橋開通50周年記念五橋

関連資料・写真展示jも開催されました。観光客の

増加や新たな祭りの開催など，五橋開通により天草

地域にどのような効果 －インパクトを与えたかを示

す資料が紹介されるとともに，五橋架橋に至る経緯

や五橋開通に奔走した先人たち（森滋秀氏，森園久

氏．蓮田敬介氏ほか）の苦労話も詳しく展示されて

いました。

「インフラス トラクチャー（infrastructure）」と

は，「社会を下かう支える基礎構造」を意味し，乙

れを，法律などの「制度インフラ」と，道路や港湾

などの「装置インフラ」に分けて分類する乙とも可
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能です。

との半世紀聞の天草地域にあてはめれれば，

1953年（昭和28年）の離島振興法の指定と 1956

年（昭和31年）の国立公園の指定が「制度インフ

ラ」そして1966年（昭和41年）の天草五橋の開

通が「装置インフラ」ということになります。この

両輪によって，天草地域の振興・発展がなしえられ

たといっても過言ではありません。

地方紙のインフラ関連報道に期待

地元紙・熊本日日新聞は イベン卜の二週間前か

ら特集企画記事「jてールラインの行方Jを連載する

とともに， 9月25日の朝刊では「天草五橋開通50

年観光復興の弾みにしたい」というタイトルで E

次の社説を掲載しています。誠実な報道に好感が持

てます。

天草五橋が24日，開通50年を迎えた。離島の

天草と九州本島をつなぎ，半世紀にわたって生

活と観光の両面で熊本を支え続けた宝である。

これからも大切に活用したい。

青い海を背に銀色に輝くl号橋や上部にアー

チを備えた 2号橋，赤いパイプの 5号橋 。個

性あふれる五つの橋は，それ自体が観光資源で

もあった。

天草全域に 3千台しか自動車がなかった開通

当時， 1日最大 1万 3千台が五橋を利用した。

五橋とそれをつなぐ国道を含めた「パールライ
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ン」 （約15キロ）の32億円近い事業費の償還には

当初， 30年かかると予想されていたが，わずか

9年で完済を遂げた。

開通を契機に天草各地に旅館や土産物店が

次々と開業し，観光地としての街並みが形作ら

れた。一方， 30航路以上あった天草郡市と九州

各地を結ぶ船便は廃業が相次ぎ，現在は11航路

に減った。五橋はこの50年間で，天草の 「かた

ち」を変えたのである。 ； 

変化の裏では，ひずみも生まれる。現在の五

橋は，平日でも 1日1万7千台が利用し，橋上

で車が数珠つなぎになることもしばしばだ。一

方で観光客数は伸び悩み，この10年は390万～

440万人と，県が掲げる470万人の目標に及ばな

い。近まった本島との距離感は 「天草離れ」も

加速させ，五橋開通時，約20万人だ、った天草全

体の人口は現在， 12万人を切った。

そんな中，開通50年を機に再び元気を取り戻

そうと，行政や地域住民に新しい動きも起きて

いる0 ・

県は渋滞緩和などを目的に，来年 3月完成を

目指す新 l号橋の建設と高規格道路「熊本天草

幹線道路」の整備を急ぐ。各地の旅館や飲食店

では，オール天草で連携して海鮮井や伊勢エピ；

などを提供する企画が盛んだ。崎津集落を含む

「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」

が2018年の世界文化遺産の推薦候補となったこ

とも，観光面で大きな追い風となろう。

熊本地震の爪痕が今なお深い県内で，ほとん ；

ど1W，傷といっていい天草観光の魅力は希望でも

ある。「開通50年」を前面に国内外へ情報を発

信し，観光キャンベーンを展開するなど，官民

挙げて天草を元気にし，熊本全体の観光復興へ

弾みをつけたい。

「空気」に支配されず，インフラ整備を進める

グローバル化した世界において厳しい経済競争を
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製暫記

世界遺産「三角西港」から天草新1号橋を臨む

生き残るためには，自国の社会資本（インフラ）整備

は十分でなければなりません。欧米諸国は，過去か

ら現在に至るまで首尾一貫して産業・経済の基盤と

なるインフラ整備を重要視しています。

わが国においても，「公共事業悪玉論」や「公共

事業不要論」といった空気に流されることなく，各

人が自らの声で，インフラ整備や公共事業の役割を

国民にもっと正確に伝えていかなければなりませ

ん。

戦後の評論家・山本七平は， 一神教の世界（欧米）

では「絶対」といえる対象は一神だけだから，他の

すべては徹底的に相対化され「空気」は発生し得な

いが，われわれの世界（日本）はアニミズムの世界で

あり「空気」に支配されやすい，「空気」から脱却

しうる唯一の道は，あらゆる拘束を自己の意思で立

ち切った「思考の自由」とそれに基づく模索だけ

だ，と説いています。

＊
 

＊ ＊ 
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